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研究成果の概要（和文）：  多言語・多文化化しつつある日本の社会における外国人住民のための言語支援とし
て、その普及策追求を中心に本研究を進めた。中規模地方都を対象とした調査及び英語の使用の検証の結果、
(1)「平易な英語」の有用性の検討及び普及策として「平易な英語」による支援ガイドブック開発の可能性、(2)
非英語圏の外国人住民の増加に伴う多言語による積極的な言語支援の実践、(3)ベトナム人住民の増加に対応す
る言語支援の普及の必要性、さらに(4)岐阜県内でも外国人住民の比率が高い(約7%)美濃加茂市における多文化
共生社会への進展：岐阜県内でも最も進んでいる市であり、特に外国籍の児童のための学習支援の普及が見出さ
れた。

研究成果の概要（英文）：This study has explored how simplified English could be practical for 
foreign residents  in Japan.   The 
results show that many participants report that although the recent automatic translation systems  
in different languages can be obtained more easily than before, they have difficulties in 
understanding necessary information.  This study suggests a way in which language support could be 
improved, namely, by providing support in simplified English.  For those foreign residents who have 
little command of the Japanese language, and moreover, are not native English speakers, simplified 
English could help to fill the gap in native language support.  Some parameters for simplified 
English were offered in this study.  To provide language support that meets the needs of foreign 
residents for active participation in society, roles of simplified English as a multicultural 
language should be more examined from multidimensional perspectives for further exploration of the 
promising language.  

研究分野： 外国語教育・教授法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1. 研究開始当初の背景  
世界経済のグローバル化及び日本におけ 

る外国人の受け入れ環境の変化を背景に日
本に住む外国人住民数はこの 30 年で大幅
に増え、2016 年現在で 230 万人の外国員
住民がいるとされている(法務省、2016)。
経済不況や震災などの影響で減少した時期
もあったが、1980 年代には 100 万人にも
満たなかった数が1990年代で200万人を
突破し、21 世紀に入った今も 200 万人の
大台を維持している。一方で、総務省は
2006 年に「地域における多文化共生推進
プラン」を策定し、地域における取り組み
の指針や具体的施策例を提示した。このよ
うな動きの背景には 1990 年に出入国管理
及び、難民認定法の改定により外国人住民
数が増えたことがあるだけでなく、労働、
福祉、教育について様々な問題が浮上して
きている実情がある。 
 このような現状を踏まえ、本研究では多
言語・多文化社会を迎えつつある日本にお
ける外国人住民のための積極的な言語支援
推進に向け、その普及策を究明していく。 
 
1.1 外国人住民と直面する壁 

 門(2016)は、外国人住民が直面する多様
な 5 つの壁、「ことばの壁」、「こころの壁」、
「制度利用の壁」、「親子のコミュ二ケーシ
ョン」、そして「アイデンティティ」がある
と指摘している。このような壁を乗り越え
るために、積極的に支援の提供に取り組ん
でいる自治体も増えている。しかし、外国
人住民へ地方自治体が提供する言語支援が
十分に行き届いていないという問題が浮上
している(野山、2007)。 
 上記の現状問題を踏まえ、本研究では比
較的外国人住民が集住する地方都市におけ
る言語支援の実態を把握し、言語支援の普
及策を検証していく。 
 
1.2 言語支援の使用言語 
 まず、言語支援をどの言語で行うかと
いう問題に関して、河原(2007)は次の 3
つの可能な選択、(1)母語、(2)平易な日
本語、(3)平易な英語を挙げている。明ら
かに(1)の母語での言語支援を提供する
ことが理想的である。しかし、現実には
高度な通訳や翻訳ができる人材及び、限
られた予算の問題がある。そのため、例
えば、中国語や韓国語のように多数を占
める外国人住民の母語に限定されること
が多いのが現状である。次の(2)の平易な
日本語での支援については日本人スタッ
フで対応でき、予算的にも実現可能性の
高い方法である。ただ日本語力が十分で
ない外国人にとっては不利となる可能性
がある。そして(3)の平易な英語を使用す
るという考えは、Lingua Franca として
英語を分かりやすい形で用いることであ
り、非英語話者にとって有用な情報をア

クセスすることが可能となる。現実的に
は、平易な日本語を基に、平易な英語に
よる情報を提供することが実践可能な方
法と考える。 

 
2. 研究の目的 
 本研究は多言語・多文化社会を迎えつつあ
る日本における外国人住民への言語支援に
関する諸問題を明確化し、言語支援の推進
と普及の方策を提言することを目的とする。
集住都市の中でも、概して見落としがちな
地方都市に住む外国人住民が直面する問題
及び、言語支援の実情を把握し、言語支援
の普及策を打ち出すことを目指す。 
 
3. 研究の方法 
  本研究では量的及び質的の両方法を用い
て、データ収集と分析を行い、結果を統合
して推論を導き出すため Mixed Methods 
(Creswell, 2013)の手法を試みた。具体的
に次の方法で本調査を進めた。(1)信憑
性・確証性あるデータを収集するために質
的 調 査 方 法 の ひ と つ で あ る Depth 
Interview を実施。インタビューは許可を
得た上で録音し、テープ起こしを行った。
データ収集の際、キーワードの抽出をした。
必要に応じて2回以上のインタビューを行
った。(2) アンケート調査の実施：日常生
活でよく直面する言語に関する諸問題を問
う質問を含む言語支援として「平易な英語」
に関する質問を問うアンケート調査を各地
域で行った。これら 2 つの方法に加え、そ
の他、言語支援普及策の一案として「平易
な英語」の有用性を検証するため、英語に
よる資料、例えば、英語による地域のホー
ムページ、ガイドブック、パンフレットや
ニュースレターを資料として使用した。 
 以上、これらの方法で本研究を進めた。 
 
4. 研究成果  
 本研究において見出された次の4点に焦
点を当て、論究する。 

(1) 平易な英語とは 
(2) 非英語話者、ベトナム人の英語 
(3) 非英語話者の児童への学習支援 
(4) 平易な英語によるガイドブック 

作成への取り組み 
 
4.1 平易な英語 
 はじめに、「平易な英語」について河原
(2007)は「平易な英語」を英語の非母語話
者にも分かりやすい英語と定義づけしてい
る。会話体での表現、基本的な英単語を使
って作成した文章でも必ずしも理解しやす
い英語であるとは限らない。従って、異な
る角度による「理解できる英語とは」とい
う見地から、平易な英語を提供するために
は英語話者をはじめ、日本人や非英語話者
との共同編集作業が望ましいと考える。 
 次に、平易な英語にはどのような種類が



含まれるのであろう。Yoneoka (2006)は
Basic English, Special English, Plain 
English, Simplified English, Easy English, 
Specialized English の 6 種類を挙げている。
具体的に、対象、ベース、語彙において特
色があり、英語学習者や英語母語話者を対
象とするものもあれば、航空・宇宙関係、
キリスト教関係者のように特定の人々を対
象にしている英語もある。また英語の種類
に関して、アメリカ英語、イギリス英語、
英米語の混合のように異なり、語彙の使用
数についても 850 語、1,500 語程度から
2,800 語程度と幅がある。これら 6 種類の
簡略化英語に共通しているのは、(1)少な
い単語(およそ 1,000 語)で表現する、(2)
文は短くする、(3)話題を一つに絞る、(4)
受動態を避ける、(5)慣用表現を避ける、
(6)比喩表現を用いない、そして(7)専門用
語を避ける、といった特徴である。従って、
平易な英語を幻覚につかうより、これらの
共通する特徴を状況に応じて生かして文章
を作成し、その情報を迅速に発信すること
が実践可能的な普及策であると考える。 
 では、3 つの地方都市における言語支援
とその普及への取り組みを以下に概観する。 
 
4.2 地方都市における言語支援普及 
 4.2.1 広島県の中核都市  
 広島県東部に位置する中核都市である福
山市における言語支援は他近隣の市と比べ
4 言語で支援を提供しており、比較的充実
していることが分かった。当市は製鉄や製
造業が盛んな都市であるが故、多くの外国
人住民が工場で働いているとして特徴づけ
られる。 
 問題点として、言語支援と外国人住民の
母語のミスマッチを強調したい。すなわち、
外国人住民の主要言語は中国語、韓国語、
タガログ語・英語、ポルトガル語、ベトナ
ム語であることに鑑みれば、近年福山市に
おいて急速に増加しつつあるベトナム語話
者に対する言語支援が抜け落ちている点に
注視する必要がある。そこでベトナム人住
民を考慮した言語支援普及対策について追
求した。 
 
(1) ベトナム人への言語支援 
ベトナム人の英語話者は主にベトナム語を
母語とする非英語話者である。従って、ベ
トナム人の英語は母語において英語教育を
受けた結果をもたらされた産物であり、母
語母文化であるベトナム語とベトナム文化
を色濃く反映するものと考える。 
 
(2) ニーズに対応する言語支援の普及 
 言語支援の内容はそれぞれの自治体の外
国人住民のニーズ、とりわけ国籍や母語に
あったものでなければならない。外国人住
民にたいして英語を使用する際には英米な
どの英語圏の人々より、非英語圏の住民を

対象にしているという場合が顕著である。
また、非英語圏住民と言っても国籍や母語
は多種多様である。故に正確に住民データ
を把握し、どのような人々を対象とした支
援であるかという点を認識していなければ
ならない。単に「国際共通語」である英語
を使用すれば良いという問題ではない。 
                                                           
4.2.2 美濃諏訪市 
 2016 年に行った 2 回にわたる聴き取り
調査の結果を概観する。 
 
(1) 外国人住民と工場地帯 
  美濃加茂市は工場が多く、日系ブラジル
人やフィリピン人などが働いている。現在
は美濃加茂市の人口の 7.6%が外国籍であ
る（2016 年 7 月現在）。 
 リーマンショックを境に契機に本国へ戻
る日系ブラジル人が増え、現在の 7.6%に
落ち着いている。ある地区では、ブラジル
人のための商店も多く、日常生活における
利便性など、ブラジル人のためのインフラ
ストラクチャーが整っており、日系ブラジ
ル人が集住している。一方で、フィリピン
人住民数が微増傾向にある。また、美濃加
茂市には中国人とベトナム人が数百名いる
が、これらの外国人は若い独身の研修者が
ほとんどあり、研修が終わると本国へ帰る。 
 
(2) 現地調査 
 当市での現地調査の内訳を下記に示す。 
[対象地] 美濃加茂市役所・多文化共生係 
[対象] 多文化共生係長及び国際交流員 
    （国際交流員は日系ブラジル人） 
[調査内容] 教育問題と学習支援 
 
(3) 外国人集住都市会議 
 美濃加茂市は外国人集中都市会議に参加
している。2008 年には「みのかも宣言」
を出している。多文化共生社会のあり方に
ついて地方都市の進むべき方向を宣言した
ものである。先述のとおり、同市はソニー
工場があった関係で、日系ブラジル人が多
く働いていた。しかし、2013 年 3 月にソ
ニーEMCS「美濃加茂サイト」が閉鎖とな
り、多くの従業員が失職する。但し、失職
したにもかかわらず、多くの住民が残った
という点は興味深い。この在住という事実
の背景には美濃加茂市は日系ブラジル人コ
ミュニティーがあり、既に成立した安定し
たインフラストラクチャーが主な要因であ
ると考えられる。日本人社会の中の外国人
住民コミュニティーの変容を垣間みる。 
 
(4) 学習支援:「のぞみ教室」 
 聴き取り調査に加え、授業の視察をも目
的とし、学習支援を中心とした「のぞみ教
室」を訪問した。この視察を概観する。 
 ある外国人住民集住地区にある小学校内
に併設された国際教室がある。正式名称は



「書記指導教室のぞみ教室」である。視察
当日は約 10 名ほどの児童が学んでいた。
児童によって日本語能力のレベルが異なる
ため、個人指導を受けている。内訳は次の
とおりである (Table 1)。 
 
 Table 1   「のぞみ教室」 
 質問項目     内 容 
1 受講生 主にフィリピン人と日系ブ

ラジル人の児童 
2 学習内容 日本語及び日本文化 
3 学習期間 3 ヶ月ほど 
4 問題点 学習意欲減退 
 
 Table 1 が示すように、児童の学習意欲
減退に関して、その主な理由は家庭環境と
不十分な収入が挙げられる。親の労働環境
のひずみが子供に投影されることがあるこ
とが分かった。 
 以上、工場の多い地区には外国人労働者
が目立つ。特に愛知県沿いの地域から次第
に外国人の住民数が増えてきている。岐阜
県で最も外国人住民の多い市町村として美
濃加茂市が今後、どのように多文化共生社
会へ向かっていくかについて注視する。 
  
4.2.3 京都市における言語支援普及策 
 市役所職員をはじめそこでボランティア
として活動をしている外国人住民を対象と
した聴き取り調査を通して、文化・教育都
市、京都での言語支援の取り組みは年々、
積極的に開発し、異なる媒介を利用して提
供するようになっていることが分かった。 
但し、当市の言語支援の普及に対する取り
組みの目的のひとつには、主に年々増加を
辿る外国人旅行者のためという目的も特記
に値する。従って、外国人住民に向けた支
援だけではないという点も注目する。 
 では、具体的に平易な英語で言い換えら
れたガイドブックにある自然災害の説明文
の一部を概観していく。 
 
(1) The Ogden’s Word List による 

“Simplified English”  
 次の地震の説明文に示される下線部の単
語・表現は the Ogden’s Word List (800 
words)には含まれていない。 
 
[Original Version] 
︎What is an earthquake?  
  Whenever the boundaries in the bedrock 
  beneath our feet shift, or when great  
  pressure is exerted onto the bedrock’s  
  interior and the bedrock breaks, the 
  shaking from that event is transmitted to 
  the surface.  When a major earthquake 
  occurs, electricity and water lifelines can  
  be cut and falling buildings may cause fires  
  or other secondary damage.  

              

[Simplified Version] 
 □Do you know about earthquake?  

We do not know when or where an 
earthquake will happen. The ground 
shakes, and houses and buildings are 
destroyed. Water, electricity and gas may 
stop.  There may be fires.  
 

(2) The VoA List による”Simplified  
 English” 

 次の地震の説明文に示されている下線部
の単語・表現は the VoA list (1,510 
words)には含まれていない。 
 
[Original Version] 
 □What is an earthquake?  

Whenever the boundaries in the bedrock 
beneath our feet shift, or when great 
pressure is exerted onto the bedrock’s 
interior and the bedrock breaks, the 
shaking from that event is transmitted to 
the surface. When a major earthquake 
occurs, electricity and water lifelines can 
be cut and falling buildings may cause 
fires or other secondary damage.  

 
[Simplified Version] 
 □Do you know about earthquake?  

We do not know when or where an 
earthquake will happen. The ground 
shakes, and houses and buildings are 
destroyed.  Water, electricity and gas 
may stop.  There may be fires.  
  

 このように、平易な英語で言い換えられた
地震に関する説明文は非英語話者の住民に
とって 語彙、あるいは文章の長さなどの点
から判断しても Original Version よりは
理解し易いと見る。 
 本調査における普及策としての言い換え
版は英語を母語とするイギリス人、英語を
外国語とするロシア人や韓国人、そして日
本人のボランティアによって協同作業を通
して、編集されたものである。 
  
まとめ 
 本研究のテーマである外国人住民への言
語支援の普及を中心とした調査結果から見
出した5つの主な事項は次のとおりである。 

(1) 外国人住民の増加：非英語話者の著
しい増加 

(2) 言語支援の普及についての対策に
先行する(1)の人口増加という現実 

(3) 言語支援で使われる言語 
(4) 易しい英語の有用性に関する課題 
(5) 自動翻訳機の発達と利用の可能性 

 
 母語による言語支援は、可能であれば、
その地域に住む外国人住民のすべての言語
で支援を提供することが望ましい。しかし



現実には、その実践は難しい。そこには選
択という問題が出てくる。予算、その言語
への需要、通訳者や翻訳者が存在するか否
か、などの条件を考慮し、どの言語を使用
するかを決めることになる。特に、自動翻
訳機やアプリケーションの急速な発達によ
り、選択の幅が広がり、外国人住民の母語
による支援を普及させることが可能となる
ことも期待される。 
 問題は言語支援とは誰が誰のためにどの
ような言語支援を行うのかという言語支援
の基本的理念を認識しなければならないこ
とである。言語支援の理念、「外国人の言語
のアイデンティティを守り、多言語社会を
維持発展させること」(河原、2007:12)を
踏まえた上で言語支援の普及に取り組まな
ければならない。特に、一刻一秒をあらそ
う急病、事故、そして自然災害の場合に求
められる言語支援のように、IT が発展しよ
うとも、究極的には人と人との直接的な支
援の行うことは言語支援の根幹である。 
 総じて、言語支援の普及への対応策とし
て言語支援を平易な英語を用いて提供する
ことを考察し、提言してきたが、その際、
英語を母語とする人々のみによる作業では
なく、英語を母語としない人々と一緒との
協同作業による言語支援の取り組みがより
有用であると考える。 
 
むすび 
 本研究では、言語支援の普及という点に
焦点を絞りながら3年間の調査成果を振り
返り、論じてきた。外国人住民に対する言
語支援を提供するという概念自体、徐々に
浸透し始めている状況である。日本に外国
人住民の定住化が顕著になり始めた 1980
年代以降、言語支援という考えが進み、担
当者は手探り状態で対応するという実情が
ある。その意味で、これから一層の研究を
蓄積していく必要がある。一方で、外国人
住民数の増加については著しく、この社会
現象に伴い、日本社会の状況は急激に変化
を遂げている。しかし、実際、外国人住民
への言語支援の普及は対策より現実の方が
先行してしまう。 
 言語支支援を提供するに当たり、外国人
住民に日本社会への同化を押し付けるので
はなく、個々の言語文化を尊重し、共生社
会をつくりあげていくという点について意
識を高めていくことが要となる。この概念
を礎とし外国人住民への言語支援は立案・
施行されていくべきであると考える。本研
究では言及しなかった外国人児童への母語
保持教育、学習支援、さらに日本語教育に
ついても現状を把握し、問題点を洗い出し、
対応していく必要があり、解明すべき重要
課題である。 
 最後に、言語支援推進を省察する中で健
全な多文化共生社会の創成に資するために
も言語支援について一層の広く深く調査や

研究推進の必要性を強く認識する。 
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